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英字のG （GUARANTEE ［保証］）をモチーフとして、
その中に三つの楕円が接した形状で構成しています。
この三つの楕円は信用保証協会の存在を表しています。

１つ目の楕円は中小企業
２つ目の楕円は金融機関
３つ目の楕円は当協会

この楕円が結び合い、関連性や融合性を深めています。
この三つの楕円の形状を英字のＹ（横浜YOKOHAMA）としています。
記章（マーク）全体は曲線部分を多くとりいれ、柔軟性と優しさを
表現しています。
色（カラー）は、みなと横浜のイメージにあったブルーを基調とし、
さわやかさを強調しています。

記章（マーク）

───── 当協会の記章（マーク）について ─────
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当協会イメージキャラクター

当協会のイメージキャラクターに「ハマ福」が就任しました。
ハート形の輪郭と大きな目をした愛くるしい表情と横浜らしいマリンルックがポイント。
横浜経済を見渡し、中小企業・小規模事業者に福をもたらします。

LINE公式アカウントから役立つ情報をお届けします!!
保証制度の創設、相談窓口のご案内等、保証協会の最新の取組みを発信しています。

友だち登録



1事業概況
（１）令和２年度の保証動向

（２）保証・代位弁済実績
①令和２年度の概況
②月別保証業務の推移
③金融機関別（保証承諾・保証債務残高・代位弁済）
④制度別（保証承諾・保証債務残高・代位弁済）
⑤業種別（保証承諾・保証債務残高・代位弁済）
⑥本支所別（保証承諾・保証債務残高）
⑦保証期間別保証承諾
⑧保証金額別保証承諾
⑨資金使途別保証承諾
⑩新規・継続別保証承諾
⑪事故原因別代位弁済

（３）経営支援実績

※数値については、単位未満を四捨五入し表示しておりますので、
諸項目の合計が一致しないこともございます。
※前年比は、前年同期比を表しています。
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（１）令和２年度の保証動向

保証承諾額　5,548億円　対前年比311.1％
令和２年度の保証承諾は、27,441件、5,548億円で、対前年比、件数272.3％、金額311.1％となり

ました。保証承諾に占める横浜市中小企業融資制度の構成比は95.3％となり、前年に対して22.0ポイン
ト増加しました。
保証債務残高は、6,542億円で、対前年比192.5％となりました。
また、代位弁済は、371件、41億円で、対前年比、件数81.2％、金額77.3％となりました。

保 証 承 諾
制 度 別 協 会 制 度 1,178件 （49.4％） 25,817百万円 （54.2％）

市 制 度 26,263件 （341.5％） 528,980百万円 （404.6％）

金 融 機 関 群 別 都 市 銀 行 1,731件 （273.9％） 50,350百万円 （311.1％）

地 方 銀 行 4,270件 （466.7％） 106,577百万円 （522.8％）

第二地方銀行 2,071件 （238.3％） 45,401百万円 （267.2％）

信 用 金 庫 19,347件 （253.4％） 352,062百万円 （283.3％）

政府系・その他 22件 （84.6％） 407百万円 （80.7％）

業 種 別 製 造 業 3,591件 （268.1％） 81,669百万円 （305.6％）

建 設 業 7,304件 （267.3％） 153,909百万円 （341.2％）

卸 売 業 3,234件 （252.1％） 81,407百万円 （291.9％）

小 売 業 4,285件 （326.6％） 68,569百万円 （368.6％）

サ ー ビ ス 業 5,754件 （309.2％） 99,240百万円 （373.4％）

そ の 他 3,273件 （211.2％） 70,003百万円 （209.3％）

保 証 債 務 残 高 42,790件 （145.0％） 654,184百万円 （192.5％）

保証利用企業数 25,300企業（132.6％）

代 位 弁 済 223企業（74.6%）� 371件 （81.2％） 4,104百万円 （77.3％）

※カッコ内は対前年比

《組織別内訳》 前年比 構成比
個 人 4,396事業所 （167.1％） （17.4％）
株式会社 14,510企　業 （128.3％） （57.4％）
有限会社 5,496企　業 （119.6％） （21.7％）
そ の 他 898企　業 （164.5％） （ 3.5％）
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①令和２年度の概況 （単位：百万円・％）

区 分 件 数 金 額 前 年 比

保
　
　
　
　
　
　
証

保 証 申 込 30,078 648,856 323.3%

保 証 申 込 取 消 1,779 42,369 515.6%

保 証 承 諾 27,441 554,797 311.1%

保 証 後 取 消 1,008 21,407 415.3%

償 還 12,320 205,764 163.8%

保 証 債 務 残 高 42,790 654,184 192.5%

保 証 債 務 平 均 残 高 38,308 560,622 175.7%

調
整
・
代
位
弁
済

延 滞 ・ 事 故 発 生 801 10,104 83.8%

代 位 弁 済 被 請 求 339 3,967 70.7%

代 位 弁 済 （元 利） 371 4,104 77.3%

代 位 弁 済 被 請 求 残 高 57 787 83.1%

求償権回収（対債務者元本） 116 1,240 66.3%

※償還の件数は完済件数。金額は内入と完済額。
※求償権回収（対債務者元本）の件数は元本完済件数。金額は元本回収額。

（２）保証・代位弁済実績
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（単位：百万円・％）
保　証　承　諾 保 証 債 務 残 高 代　位　弁　済

件　数 金　額 前年比 件　数 金　額 前年比 件　数 金　額 前年比
令和２年 4 月 2,027 55,580 673.1 30,392 374,760 120.7 79 787 119.0

5 月 3,251 75,063 707.9 31,275 405,234 130.9 34 394 173.6
6 月 5,095 104,560 859.9 34,051 477,963 154.1 44 516 90.9
7 月 3,830 74,524 558.9 36,553 534,158 171.4 42 515 100.8
8 月 2,566 46,710 440.9 38,290 568,644 182.1 22 185 33.6
9 月 1,962 35,199 216.9 39,525 593,272 188.7 25 309 92.8

上 期 計 18,731 391,637 550.3 − − − 246 2,705 94.9
10 月 1,543 27,831 191.7 40,422 609,359 191.9 19 141 56.5
11 月 1,135 19,157 141.7 40,908 617,461 192.1 21 318 60.3
12 月 1,433 21,826 123.8 41,549 629,430 192.9 24 269 47.5

令和３年 1 月 714 10,868 111.7 41,855 630,477 192.4 23 325 73.7
2 月 1,172 22,148 216.1 42,082 632,518 193.0 34 330 52.8
3 月 2,713 61,330 147.7 42,790 654,184 192.5 4 15 32.0

下 期 計 8,710 163,160 152.2 − − − 125 1,399 56.9
合    計 27,441 554,797 311.1 42,790 654,184 192.5 371 4,104 77.3

②月別保証業務の推移

令和元年度 令和２年度

令和元年度 令和２年度

令和元年度 令和２年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3（月）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3（月）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3（月）
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③金融機関別（保証承諾・保証債務残高・代位弁済） （単位：千円・％）

区　　　分
保　証　承　諾 保　証　債　務　残　高 代　位　弁　済 代　位

弁済率件　数 金　額 前年比 構成比 件　数 金　額 前年比 構成比 件　数 金　額 前年比 構成比

み ず ほ 銀 行 397 12,223,450 255.2 2.2 1,249 19,664,927 136.1 3.0 11 214,943 51.7 5.2 1.15

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 340 8,576,641 349.3 1.5 694 12,383,494 162.2 1.9 7 130,534 190.8 3.2 1.17

三 井 住 友 銀 行 276 7,398,120 203.6 1.3 1,072 16,113,890 109.9 2.5 21 352,666 170.1 8.6 2.18

り そ な 銀 行 717 22,146,612 417.6 4.0 1,025 24,095,677 247.3 3.7 1 1,964 8.2 0.1 0.01

埼 玉 り そ な 銀 行 1 5,000 − 0.0 5 163,482 90.9 0.0 0 0 − 0.0 0.00

（ 都 市 銀 行 計 ） （1,731） （50,349,823） （311.1） （9.1）（4,045） （72,421,470） （155.2） （11.1） （40） （700,107） （97.8） （17.1）（1.05）

群 馬 銀 行 126 2,821,700 4,994.3 0.5 134 2,721,209 − 0.4 0 0 − 0.0 0.00

き ら ぼ し 銀 行 360 8,804,856 566.1 1.6 516 9,236,344 265.0 1.4 3 19,843 19.1 0.5 0.27

横 浜 銀 行 3,410 84,863,365 481.4 15.3 5,366 102,335,013 232.6 15.6 43 496,277 63.1 12.1 0.58

第 四 北 越 銀 行 12 279,000 296.8 0.1 15 284,213 1,017.4 0.0 0 0 − 0.0 0.00

山 梨 中 央 銀 行 8 267,300 1,243.3 0.0 13 294,295 680.0 0.0 0 0 − 0.0 0.00

北 陸 銀 行 105 3,320,886 898.8 0.6 140 3,280,335 380.6 0.5 0 0 − 0.0 0.00

静 岡 銀 行 170 4,477,225 957.1 0.8 216 4,657,768 385.1 0.7 0 0 − 0.0 0.00

ス ル ガ 銀 行 36 292,290 1,299.1 0.1 50 416,238 154.6 0.1 0 0 − 0.0 0.00

清 水 銀 行 0 0 − 0.0 1 7,281 80.9 0.0 0 0 − 0.0 0.00

福 岡 銀 行 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

阿 波 銀 行 43 1,450,000 863.1 0.3 51 1,515,968 479.9 0.2 0 0 − 0.0 0.00

（ 地 方 銀 行 計 ） （4,270） （106,576,622） （522.8） （19.2）（6,502） （124,748,664） （247.1） （19.1） （46） （516,120） （55.3） （12.6）（0.50）

東 日 本 銀 行 179 4,060,156 248.6 0.7 355 5,440,097 164.8 0.8 8 89,773 307.8 2.2 1.83

東 京 ス タ ー 銀 行 0 0 − 0.0 4 15,784 75.6 0.0 0 0 − 0.0 0.00

神 奈 川 銀 行 1,646 35,534,673 272.3 6.4 2,554 40,129,930 184.1 6.1 22 267,445 111.4 6.5 0.78

大 光 銀 行 24 208,700 75.9 0.0 38 350,382 85.6 0.1 0 0 − 0.0 0.00

静 岡 中 央 銀 行 221 5,547,900 273.2 1.0 283 5,841,341 230.8 0.9 6 156,616 − 3.8 3.30

徳 島 大 正 銀 行 1 50,000 − 0.0 1 44,636 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

（第二地銀協加盟行計） （2,071） （45,401,429） （267.2） （8.2）（3,235） （51,822,170） （184.7） （7.9） （36） （513,834） （189.8） （12.5）（1.15）

み ず ほ 信 託 銀 行 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

三井住友信託銀行 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

（ 信 託 銀 行 計 ） （0） （0） − （0.0） （0） （0） − （0.0） （0） （0） − （0.0）（0.00）
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（単位：千円・％）

区　　　分
保　証　承　諾 保　証　債　務　残　高 代　位　弁　済 代　位

弁済率件　数 金　額 前年比 構成比 件　数 金　額 前年比 構成比 件　数 金　額 前年比 構成比

横 浜 信 用 金 庫 10,308 197,100,899 259.1 35.5 16,504 238,735,781 174.6 36.5 146 1,385,391 56.9 33.8 0.66

かながわ信用金庫 1,316 21,822,615 479.2 3.9 1,577 21,348,920 252.6 3.3 10 62,682 35.2 1.5 0.38

湘 南 信 用 金 庫 1,391 23,046,440 193.8 4.2 2,027 26,655,235 181.6 4.1 25 153,160 386.4 3.7 0.66

川 崎 信 用 金 庫 3,265 58,026,399 440.3 10.5 4,378 58,651,839 219.8 9.0 33 347,205 94.2 8.5 0.73

さわやか信用金庫 240 4,182,522 377.0 0.8 300 4,375,965 237.3 0.7 3 42,322 − 1.0 1.14

芝 信 用 金 庫 588 7,473,599 489.8 1.3 709 7,204,229 277.0 1.1 4 30,364 114.6 0.7 0.59

城 南 信 用 金 庫 2,138 38,921,536 251.1 7.0 3,257 45,200,478 211.9 6.9 25 301,267 90.3 7.3 0.81

世 田 谷 信 用 金 庫 101 1,488,100 316.4 0.3 114 1,501,895 229.3 0.2 1 31,860 720.8 0.8 2.62

（ 信 用 金 庫 計 ）（19,347） （352,062,110） （283.3） （63.5）（28,866） （403,674,342） （189.5） （61.7） （247） （2,354,252） （69.6） （57.4）（0.68）

神奈川県医師信用組合 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

神 奈 川 県 歯 科
医 師 信 用 組 合 0 0 − 0.0 1 2,221 66.6 0.0 0 0 − 0.0 0.00

（ 信 用 組 合 計 ） （0） （0） − （0.0） （1） （2,221） （66.6） （0.0） （0） （0） − （0.0）（0.00）

神奈川県信用農業
協 同 組 合 連 合 会 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

横浜農業協同組合 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

（農業協同組合計） （0） （0） − （0.0） （0） （0） − （0.0） （0） （0） − （0.0）（0.00）

商工組合中央金庫 22 407,000 80.7 0.1 138 1,492,296 98.6 0.2 2 19,520 − 0.5 1.21

日本政策投資銀行 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

日本政策金融公庫
（ 中 小 公 庫 ） 0 0 − 0.0 2 17,761 71.6 0.0 0 0 − 0.0 0.00

日本政策金融公庫
（ 国 民 公 庫 ） 0 0 − 0.0 1 4,672 99.7 0.0 0 0 − 0.0 0.00

（ 政 府 系 計 ） （22） （407,000） （80.7） （0.1） （141） （1,514,729） （98.1） （0.2） （2） （19,520） （574.6） （0.5）（1.19）

新 生 銀 行 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

信 金 中 央 金 庫 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

中 央 労 働 金 庫 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

あ お ぞ ら 銀 行 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

Ｓ Ｂ Ｊ 銀 行 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

（ そ の 他 計 ） （0） （0） − （0.0） （0） （0） − （0.0） （0） （0） − （0.0）（0.00）

合　　　計 27,441 554,796,984 311.1 100.0 42,790 654,183,596 192.5 100.0 371 4,103,833 77.3 100.0 0.73

※代位弁済率＝代 位 弁 済 額（令和２年４月～令和３年３月の代位弁済額の合計）
保証債務平均残高（令和２年４月～令和３年３月の12カ月の保証債務残高の平均）
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④制度別（保証承諾・保証債務残高・代位弁済） （単位：千円・％）

区　　　分
保　証　承　諾 保　証　債　務　残　高 代　位　弁　済 代　位

弁済率件　数 金　額 前年比 構成比 件　数 金　額 前年比 構成比 件　数 金　額 前年比 構成比
振 興 資 金 161 3,303,120 27.3 0.6 2,008 21,620,688 70.9 3.3 48 443,241 50.9 10.8 1.77
よこはまプラス資金 92 1,836,340 53.7 0.3 356 5,469,867 90.2 0.8 4 70,283 223.4 1.7 1.27
設備投資おうえん資金 95 2,958,400 60.5 0.5 228 6,444,524 148.6 1.0 0 0 − 0.0 0.00
小規模企業向け資金

（小規模企業特別、小規模プラス） 823 7,395,648 21.7 1.3 5,886 31,811,726 62.6 4.9 68 443,931 94.0 10.8 1.13
小規模企業資金繰り
安定サポート資金 6 80,000 − 0.0 5 65,000 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00
経 営 安 定 資 金 37 1,021,679 6.3 0.2 1,906 35,047,461 66.8 5.4 23 443,694 46.5 10.8 1.06
経営安定資金・震災対策特別 0 0 − 0.0 145 639,621 58.6 0.1 4 57,435 139.5 1.4 7.02
セーフティネット特別資金 20 613,128 18.1 0.1 1,096 16,176,368 60.0 2.5 39 565,341 84.6 13.8 2.88
台風第15号対策特別資金 19 448,200 2.9 0.1 641 12,244,480 90.8 1.9 1 2,940 − 0.1 0.02
台風第19号対策特別資金 1 5,330 3.6 0.0 9 135,792 92.6 0.0 0 0 − 0.0 0.00
新型コロナウイルス感染症対策
特別資金（売上20％以上減少型） 1,749 56,532,786 310.9 10.2 1,345 49,759,249 528.9 7.6 1 15,522 − 0.4 0.03
新型コロナウイルス感染症対策
特別資金（売上5％以上減少型） 211 7,006,489 1,565.7 1.3 192 6,229,196 7,119.1 1.0 0 0 − 0.0 0.00
新型コロナウイルス感染症緊急特別資金

（売上15％以上減少型・別枠プラス） 2,162 79,679,443 1,122.7 14.4 1,575 60,353,252 3,377.4 9.2 4 155,734 − 3.8 0.29
横浜市新型コロナウイルス
感 染 症 対 応 資 金 20,285 360,119,593 − 64.9 18,221 301,003,879 − 46.0 5 71,722 − 1.8 0.04
経済変動対応資金 159 3,488,271 80.7 0.6 654 7,707,792 81.8 1.2 8 80,539 226.0 2.0 0.98
経営改善支援資金 8 136,200 7.5 0.0 67 1,749,166 101.4 0.3 0 0 − 0.0 0.00
成長サポート協調資金 18 457,000 10.2 0.1 244 3,303,534 75.0 0.5 2 45,067 154.3 1.1 1.20
創業おうえん資金 270 2,069,300 79.8 0.4 1,069 4,737,941 83.1 0.7 29 106,888 74.0 2.6 2.15
女性おうえん資金 59 411,400 93.9 0.1 237 1,032,344 104.0 0.2 4 9,832 66.3 0.2 1.01
シニアおうえん資金 52 467,500 88.0 0.1 184 848,230 81.4 0.1 5 53,830 344.4 1.3 5.91
ベンチャー支援資金 1 10,000 − 0.0 1 10,000 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00
経営力サポート資金 8 271,670 26.2 0.1 79 1,799,760 79.3 0.3 2 62,874 − 1.5 3.18
防災・減災サポート資金 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00
事 業 承 継 資 金 7 194,500 353.6 0.0 12 283,359 195.2 0.0 0 0 − 0.0 0.00
事 業 承 継 資 金

（経営者保証不要特別） 13 396,043 − 0.1 10 291,137 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00
ＮＰＯ法人サポート資金 7 77,500 54.2 0.0 29 235,485 96.4 0.0 0 0 − 0.0 0.00

（ 過 去 保 証 分 ）
中央卸売市場再編・機能強化 0 0 − 0.0 3 16,002 56.9 0.0 0 0 − 0.0 0.00
設 備 投 資 資 金 0 0 − 0.0 40 542,713 74.4 0.1 0 0 − 0.0 0.00
産業立地促進資金 0 0 − 0.0 1 13,046 100.0 0.0 0 0 − 0.0 0.00
成 長 支 援 0 0 − 0.0 19 88,642 55.0 0.0 0 0 − 0.0 0.00
地 域 貢 献 企 業 0 0 − 0.0 4 30,327 100.0 0.0 0 0 − 0.0 0.00
拠 点 整 備 0 0 − 0.0 1 42,394 95.4 0.0 0 0 − 0.0 0.00
経 済 対 策 特 例 0 0 − 0.0 1 3,278 92.5 0.0 0 0 − 0.0 0.00
金 融 円 滑 化 0 0 − 0.0 21 94,929 84.8 0.0 0 0 − 0.0 0.00
緊急支援特別　震災特別 0 0 − 0.0 20 128,532 53.6 0.0 7 47,460 816.3 1.2 29.90
不 況 業 種 対 策 0 0 − 0.0 2 23,503 97.7 0.0 0 0 − 0.0 0.00
地域産業雇用支援特別 0 0 − 0.0 345 3,010,268 64.7 0.5 4 78,014 102.5 1.9 2.13
緊急借換特別資金 0 0 − 0.0 25 171,933 66.5 0.0 1 2,655 − 0.1 1.26
地 域 連 携 迅 速 0 0 − 0.0 11 70,298 97.4 0.0 0 0 − 0.0 0.00
地域連携少額対応 0 0 − 0.0 3 14,149 97.5 0.0 0 0 − 0.0 0.00
緊急雇用対策資金 0 0 − 0.0 1 15,104 98.8 0.0 0 0 − 0.0 0.00
経営強化サポート資金

（ 短 期 サ ポ ー ト ） 0 0 − 0.0 1 10,000 100.0 0.0 0 0 − 0.0 0.00
経済対策特別資金 0 0 − 0.0 5 40,388 49.7 0.0 1 9,167 32.9 0.2 15.67
成 長 支 援 資 金 0 0 − 0.0 19 165,509 78.9 0.0 0 0 − 0.0 0.00
環境・エネルギー対策資金 0 0 − 0.0 2 35,282 92.9 0.0 0 0 − 0.0 0.00
第二創業支援資金 0 0 − 0.0 4 10,964 42.4 0.0 0 0 − 0.0 0.00
経営再建支援資金 0 0 − 0.0 4 51,156 71.3 0.0 0 0 − 0.0 0.00
流動資産担保資金 0 0 − 0.0 1 46,558 98.6 0.0 0 0 − 0.0 0.00
緊急借換支援資金 0 0 − 0.0 737 9,452,632 58.4 1.4 19 357,638 74.9 8.7 3.07
消 費 税 対 応 資 金 0 0 − 0.0 194 1,574,585 62.4 0.2 5 69,008 84.0 1.7 3.55
円 安 対 応 資 金 0 0 − 0.0 14 132,286 53.3 0.0 0 0 − 0.0 0.00
Ｃ Ｌ Ｏ 借 換 資 金 0 0 − 0.0 13 137,935 82.6 0.0 0 0 − 0.0 0.00

（ 市 制 度 保 証 計 ）（26,263） （528,979,540） （404.6） （95.3）（37,690） （584,922,263） （234.8） （89.4） （284） （3,192,816） （79.4） （77.8）（0.66）
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（単位：千円・％）

区　　　分
保　証　承　諾 保　証　債　務　残　高 代　位　弁　済 代　位

弁済率件　数 金　額 前年比 構成比 件　数 金　額 前年比 構成比 件　数 金　額 前年比 構成比

一 般 保 証 318 7,885,934 52.1 1.4 1,519 20,820,024 79.0 3.2 37 470,113 91.1 11.5 2.00

根 保 証 18 406,000 111.2 0.1 23 535,471 83.2 0.1 0 0 − 0.0 0.00

当 座 貸 越 根 保 証 56 1,202,000 54.3 0.2 254 5,239,662 82.3 0.8 3 18,117 17.3 0.4 0.31

事業者カードローン 11 46,500 65.5 0.0 35 147,559 66.6 0.0 1 4,265 − 0.1 2.37

長期経営資金保証 0 0 − 0.0 14 615,639 74.5 0.1 0 0 0.0 0.0 0.00

全 国 小 口 114 933,800 55.6 0.2 650 2,260,390 77.8 0.4 15 60,275 46.4 1.5 2.41

創 業 関 連 保 証 2 20,000 50.6 0.0 28 97,136 71.0 0.0 0 0 − 0.0 0.00

創 業 等 関 連 保 証 0 0 − 0.0 4 21,301 85.1 0.0 0 0 − 0.0 0.00

経 営 力 強 化 保 証 1 7,800 11.3 0.0 2 14,326 18.3 0.0 0 0 − 0.0 0.00

経営改善サポート 0 0 − 0.0 66 1,589,564 82.7 0.2 0 0 − 0.0 0.00

経営力向上関連保証 0 0 − 0.0 15 169,288 57.3 0.0 2 30,263 − 0.7 13.74

よこはまアドバンテージ 318 9,000,610 49.1 1.6 1,482 21,894,192 71.4 3.4 7 71,598 78.4 1.7 0.28

よこはま創業サポート 0 0 0.0 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

よこはまタイアップ 1 120,000 28.2 0.0 87 1,116,648 79.2 0.2 0 0 − 0.0 0.00

よこはまカード 500 7 32,000 26.4 0.0 28 130,000 80.4 0.0 0 0 − 0.0 0.00

特 定 社 債 保 証 6 512,000 65.3 0.1 106 3,186,960 77.7 0.5 0 0 − 0.0 0.00

流動資産担保融資保証 6 536,800 93.8 0.1 7 580,522 111.7 0.1 0 0 − 0.0 0.00

借 換 保 証 1 25,000 26.0 0.0 165 1,867,771 73.3 0.3 3 40,980 37.9 1.0 1.89

条件変更改善型借換保証 0 0 − 0.0 38 940,968 78.4 0.1 0 0 − 0.0 0.00

経営革新関連保証 0 0 − 0.0 16 197,204 55.3 0.0 2 21,774 − 0.5 7.93

景気対応緊急保証 0 0 − 0.0 135 1,495,150 71.9 0.2 11 127,916 44.6 3.1 7.44

東日本大震災復興緊急保証 0 0 − 0.0 6 10,789 16.2 0.0 1 13,783 − 0.3 41.21

中小企業金融安定化特別保証 0 0 − 0.0 76 536,000 78.8 0.1 3 31,842 299.8 0.8 5.44

経営承継関連保証 0 0 − 0.0 1 44,859 84.0 0.0 0 0 − 0.0 0.00

中小企業承継事業再生関連保証 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 −

継 続 型 短 期 保 証 14 214,000 57.4 0.0 17 246,332 63.1 0.0 0 0 − 0.0 0.00

経営支援付長期設備資金保証 2 68,000 20.2 0.0 9 378,333 83.7 0.1 0 0 − 0.0 0.00

財務要件型無保証人保証 2 55,000 7.9 0.0 32 640,019 60.4 0.1 0 0 − 0.0 0.00

危 機 関 連 保 証 9 208,000 693.3 0.0 6 150,356 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

先端設備等導入関連保証 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

短 期 継 続 保 証 291 4,479,000 78.4 0.8 278 4,275,832 83.8 0.7 2 20,091 − 0.5 0.42
社 外 高 度 人 材 活 用
新事業分野開拓関連保証 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

事業継続力強化関連保証 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

連携事業継続力強化関連保証 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

小規模事業者支援関連保証 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

災害等対応短期保証 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

事業承継特別保証 1 65,000 − 0.0 1 59,038 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00
情報処理システム運用・
管 理 関 連 保 証 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00
特定高度情報通信技術活用
システム開発供給等関連保証 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

経営承継借換関連保証 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

特定新技術事業活動関連保証 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0 0 − 0.0 0.00

（ 協 会 保 証 計 ） （1,178） （25,817,444） （54.2） （4.7）（5,100） （69,261,333） （76.4） （10.6） （87） （911,017） （70.9） （22.2）（1.16）

合　　　計 27,441 554,796,984 311.1 100.0 42,790 654,183,596 192.5 100.0 371 4,103,833 77.3 100.0 0.73

※代位弁済率＝代 位 弁 済 額（令和２年４月～令和３年３月の代位弁済額の合計）
保証債務平均残高（令和２年４月～令和３年３月の12カ月の保証債務残高の平均）



10

⑤業種別（保証承諾・保証債務残高・代位弁済） （単位：千円・％）

区　　　分
保　証　承　諾 保　証　債　務　残　高 代　位　弁　済 代　位

弁済率件　数 金　額 前年比 構成比 件　数 金　額 前年比 構成比 件　数 金　額 前年比 構成比

製 造 業 3,591 81,669,119 305.6 14.7 5,614 99,892,509 191.6 15.3 34 397,800 60.6 9.7 0.47

建 設 業 7,304 153,908,778 341.2 27.7 11,699 178,375,371 189.0 27.3 79 883,821 51.5 21.5 0.59

卸 売 業 3,234 81,407,023 291.9 14.7 5,261 99,114,457 187.3 15.2 71 975,073 95.3 23.8 1.13

小 売 業 2,134 39,247,572 316.9 7.1 3,774 50,109,683 174.2 7.7 51 632,043 77.2 15.4 1.40

飲 食 業 2,151 29,321,402 471.4 5.3 2,749 30,817,916 256.8 4.7 26 226,933 92.9 5.5 0.87

運 輸 倉 庫 業 861 20,445,460 277.4 3.7 1,421 26,838,562 182.7 4.1 14 52,924 37.2 1.3 0.23

サ ー ビ ス 業 5,754 99,240,470 373.4 17.9 8,807 115,985,712 218.5 17.7 76 775,348 130.8 18.9 0.80

不 動 産 業 2,082 44,335,000 181.2 8.0 2,923 46,337,391 165.8 7.1 16 105,975 152.4 2.6 0.26

印 刷 業 159 2,856,700 350.1 0.5 260 3,914,822 171.0 0.6 4 53,917 2,080.9 1.3 1.57

出 版 業 6 114,000 1,117.6 0.0 14 848,230 206.8 0.1 0 0 − 0.0 0.00

旅 行 業 48 747,300 226.8 0.1 55 848,230 206.8 0.1 0 0 − 0.0 0.00

そ の 他 産 業 117 1,504,160 331.5 0.3 213 1,813,442 173.5 0.3 0 0 − 0.0 0.47

合計 27,441 554,796,984 311.1 100.0 42,790 654,183,596 192.5 100.0 371 4,103,833 77.3 100.0 0.73

※代位弁済率＝代 位 弁 済 額（令和２年４月～令和３年３月の代位弁済額の合計）
保証債務平均残高（令和２年４月～令和３年３月の12カ月の保証債務残高の平均）

⑥本支所別（保証承諾・保証債務残高） （単位：千円・％）

保　証　承　諾 保証債務残高

件　数 金　額 前年比 構成比 件　数 金　額 前年比 構成比

本
　
所

保 証 課 4,090 86,859,826 283.4 15.7 5,856 96,624,788 213.1 14.8

企 業 支 援 課 274 6,151,843 175.7 1.1 3,202 45,473,671 96.1 7.0

北 部 支 所 9,029 180,583,747 332.9 32.5 12,520 192,991,144 224.7 29.5

西 部 支 所 8,596 179,260,944 324.4 32.3 12,682 197,052,796 207.7 30.1

南 部 支 所 5,452 101,940,624 293.8 18.4 8,530 122,041,197 184.0 18.7

合　　　計 27,441 554,796,984 311.1 100.0 42,790 654,183,596 192.5 100.0
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⑦保証期間別保証承諾 （単位：千円・％）

区　　　分
保　証　承　諾

件　数 金　額 前年比 構成比

３か月以下 33 721,550 64.8 0.1

６か月 〃 95 1,744,350 48.8 0.3

１か年 〃 908 19,226,600 75.6 3.5

２か年 〃 189 2,092,563 62.1 0.4

３か年 〃 2,343 31,956,169 605.1 5.8

５か年 〃 3,579 50,797,209 211.3 9.2

７か年 〃 1,960 31,176,692 96.5 5.6

10か年 〃 18,127 409,298,301 556.1 73.8

10か年 超 207 7,783,550 80.7 1.4

合　　　計 27,441 554,796,984 311.1 100.0

⑩新規・継続別保証承諾 （単位：千円・％）

区　　　分
保　証　承　諾

件　数 金　額 前年比 構成比

新 規 5,640 68,282,152 451.0 12.3

継 続 21,801 486,514,832 298.1 87.7

合　　　計 27,441 554,796,984 311.1 100.0

⑨資金使途別保証承諾 （単位：千円・％）

区　　　分
保　証　承　諾

件　数 金　額 前年比 構成比

運 転 26,211 534,285,813 340.9 96.3

設 備 448 8,061,521 104.0 1.5

運 転 ・ 設 備 782 12,449,650 89.8 2.2

合　　　計 27,441 554,796,984 311.1 100.0

⑪事故原因別代位弁済 （単位：千円・％）

区　　　分
代　位　弁　済

件　数 金　額 前年比 構成比
売 上 受 注 減 少

（一般的商況不振） 206 2,326,962 76.2 56.7
売 上 受 注 減 少

（ 競 争 激 化 等 ） 12 128,446 46.8 3.1

取 引 先 の 倒 産 7 154,610 303.4 3.8

回 収 困 難 25 293,893 83.9 7.2
事 業 拡 張 ・
設 備 投 資 の 過 大 4 36,441 159.2 0.9

金 融 困 難 20 202,045 44.0 4.9

経 営 管 理 の 放 漫 12 151,748 63.0 3.7

災害・事故・その他 31 338,667 106.5 8.3

不 明 25 243,154 73.8 5.9

保 証 人 事 故 29 227,867 109.9 5.6

合　　　計 371 4,103,833 77.3 100.0

⑧保証金額別保証承諾 （単位：千円・％）

区　　　分
保　証　承　諾

件　数 金　額 前年比 構成比

1,000 以下 825 732,064 222.4 0.1

2,000   〃 1,098 2,054,143 224.5 0.4

3,000   〃 1,564 4,592,761 203.1 0.8

5,000   〃 3,356 16,064,810 243.7 2.9

10,000   〃 5,349 48,793,122 262.4 8.8

15,000   〃 1,919 26,959,805 207.4 4.9

20,000   〃 3,541 69,756,377 282.2 12.6

30,000   〃 4,489 130,625,775 381.2 23.5

50,000   〃 4,108 169,435,013 408.4 30.5

60,000   〃 488 28,978,370 303.2 5.2

70,000   〃 103 6,949,094 126.5 1.3

80,000   〃 555 44,169,950 254.5 8.0

100,000   〃 20 1,869,800 155.4 0.3

150,000   〃 19 2,483,900 123.5 0.4

150,000   超 7 1,332,000 237.9 0.2

合　　　計 27,441 554,796,984 311.1 100.0

※過去に利用があった先は全て継続に区分
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（３）経営支援実績
当協会では、中小企業・小規模事業者のニーズにあった経営支援に取り組んでいます。
令和２年度実績は、次のとおりです。

① 外部専門家派遣事業
中小企業診断士等の専門家を派遣して、経営改善の提案や経営改善計画…
の策定支援を行っています。特定課題の解決のため、1日から外部専門家…
派遣をご利用できる「ターゲット支援」の取組みも開始しています。…
（いずれも費用は当協会が全額負担）
　 ●経営改善等提案	 35企業

 　（３～５回の訪問で課題を明らかにし、改善提案を行います。）
　 ●経営改善等計画策定支援	 ９企業　

 　（５～８回の訪問でアクションプラン、数値計画等を作成します。）
　 ●既支援先フォローアップ支援	 110企業

 　（ご希望の方には専門家によるフォローアップを３年間実施します。）
　 ●ターゲット支援	 7企業	※経営改善等提案の内数です

 　（１～３回の訪問で具体的な経営課題の解決に向けた支援をします。）

② 経営サポート会議
　 経営サポート会議の開催実績	 ４企業

【 令和２年度の業種別派遣実績・ご利用されたお客さまの評価 】
派遣実績（業種） ご利用されたお客さまの評価

製造業
11％

運輸
倉庫業
9％

とても
参考になった
89％

建設業
16％

小売業
7％

卸売業
14％

サービス業
16％

その他産業
20％

飲食業
2％

まずまず
参考になった

8％

部分的に
参考になった

3％

不動産業
5％



（１）�新型コロナウイルス感染症により影響を受ける 
中小企業者を支援する保証制度のご案内

（２）令和３年度横浜市中小企業融資制度のご案内

（３）保証申込関係書式等の改定について

（４）経営支援のご案内

2お知らせ

当協会では、より一層お客さまの経営をサポートさせていただくため、
令和３年４月１日より経営支援室を創設致しました。

経験豊富な専門家による客観的なアドバイスや決算書の財務診断 
結果のご提供などお客さまに寄り添ったサポートをさせていただきます。

なお、経営支援室は経営支援・再生支援を行う経営支援課と期中 
支援（事故報告・条件変更）を行う期中支援課の２課体制と致しました。

トピックス
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（１）�新型コロナウイルス感染症により影響を受ける 
中小企業者を支援する保証制度のご案内

伴走支援型特別保証制度

融 資 対 象 者

次のいずれかの認定を受け、かつ経営行動に係る計画を策定した中小企業者の方
１．中小企業信用保険法（以下「保険法」という。）第２条第５項第４号の規定による認定
　　（新型コロナウイルス感染症に係るものに限ります。）
２．保険法第２条第５項第５号の規定による認定（売上高等減少率が15％以上のものに限ります。）
３．保険法第２条第６項の規定による認定（新型コロナウイルス感染症に係るものに限ります。）

資 金 使 途 運転資金および設備資金

融 資 額 4,000万円以内
ただし、当協会及び他の保証協会における利用額との合計金額とします。

融 資 利 率 取扱金融機関の所定利率

融 資 期 間 運転資金　10年以内　　設備資金　10年以内
（据置60か月以内を含みます）

保 証 人・ 担 保

（１）�担保…
必要に応じて条件となることがあります。

（２）�保証人…
原則として法人代表者以外の連帯保証人は不要です。…
�また、経営者保証免除対応（以下「免除対応」という。）を適用する場合は法人代表者の連帯保証
は不要です。

保 証 料・ 補 助 率

（１）�信用保証料率…
借入金額に対し0.85％…
ただし、本制度における免除対応（注）を適用する場合は0. ２％を上乗せします。

（２）�信用保証料の補助…
0.65％に相当する額を国が補助します。…
免除対応により0.2％が上乗せされている場合には、0.85％に相当する額を国が補助します。…

注：�次の①および②を満たす場合に、信用保証料率を０. ２％上乗せすることにより経営者保証を免除す
ることができます。

【経営者保証免除対応】
①直近の決算が資産超過であること。
②�法人と代表者との関係において、法人と経営者の資産・経理が明確に区分されており、法人と経営者
の間の資金のやりとり（役員報酬・賞与、配当、オーナーへの貸付け等）について、社会通念上適切
な範囲を超えていないこと。

添 付 資 料

次の（１）及び（２）の所定の書面を添付するものとします。ただし、免除対応を適用する場合にあっ
ては（３）の所定の書面を（１）及び（２）に加えて添付して下さい。
（１）�保険法第２条第５項第４号、同条同項第５号又は同条第６項の規定による市町村長又は特別区長の

認定書
（２）経営行動計画書…
以下の内容を満たすもの又は含むものとします。
①�計画を策定した日の属する事業年度から３事業年度を最短の計画期間とし、原則として同５事業年度
を最長の計画期間とします。

②�申込人の経営に係る現況・課題（原則として、計画を策定した日の属する事業年度の前事業年度の財
務状況の分析を含む。）と課題を克服するための取組事項。

（３）経営者保証免除対応確認書
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事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）制度

融 資 対 象 者
認定支援機関等の指導又は助言を受けて作成した事業再生の計画等（当該計画に係る債権者全員の合意
が成立したものに限る）に従って事業再生を行い、金融機関に対して計画の実行および進捗の報告を行
う中小企業者の方

資 金 使 途 運転資金および設備資金
ただし、事業再生の計画の実施に必要な資金に限ります。

融 資 額 ２億8,000万円以内

融 資 利 率 取扱金融機関の所定利率

融 資 期 間 運転資金　10年以内　　設備資金　10年以内
（据置60か月以内を含む）

保 証 人・ 担 保

（１）�担保…
必要に応じて条件となることがあります。

（２）�保証人…
原則として法人代表者以外の連帯保証人は不要です。…
また、経営者保証免除対応（以下「免除対応」という。）を適用する場合は法人代表者の連帯保証
は不要です。

保 証 料・ 補 助 率

（１）�信用保証料率…
責任共有制度の対象の場合は借入額に対し0.8％…
責任共有制度の対象外の場合は保証委託額に対し1.0％…
ただし、本制度における免除対応（注）を適用する場合は0.2％を上乗せします。

（２）�信用保証料の補助…
責任共有制度の対象の場合は0.6％に相当する額、責任共有対象外の場合は0.8％に相当する額を国
が補助します。…
免除対応により0.2％が上乗せされている場合には、それぞれ0.8％、1.0％に相当する額を国が補
助します。

注：�次の①および②を満たす場合に、信用保証料率0.2上乗せすることにより経営者保証を免除すること
ができます。

【経営者保証免除対応】
①直近の決算が資産超過であること。
②�法人と代表者との関係において、法人と経営者の資産・経理が明確に区分されており、法人と経営者
の間の資金のやりとり（役員報酬・賞与、配当、オーナーへの貸付け等）について、社会通念上適切
な範囲を超えていないこと。

添 付 資 料
免除対応を適用する場合にあっては（２）の所定の書面を（１）に加えて添付して下さい。
（１）認定支援機関等の指導又は助言を受けて作成した事業再生の計画
（２）経営者保証免除対応確認書



16

①創設された制度
●新型コロナウイルス経済変動対応資金
　＜制度の特徴＞
　　新型コロナウイルス感染症の影響を受けた方にご利用いただける資金です。

融 資 対 象 者 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、最近１か月の純売上高もしくは売上高総利益率が、最近３か
年のいずれかの年の同月と比較して、５％以上減少している方

資 金 使 途 運転資金および設備資金

融 資 額 ２億8,000万円以内

融 資 利 率
固定金利
１年以内　0.9％以内　　　３年以内　1.2％以内
５年以内　1.4％以内　　　５年超　　1.6％以内

融 資 期 間 運転資金　10年以内　　設備資金　10年以内
（据置12か月以内を含む）

保 証 料 率 0.315～1.620％（融資額5,000万円を上限に横浜市が1/10助成）

●新型コロナウイルス伴走支援特別資金
　＜制度の特徴＞
　�　セーフティネット保証（４号・５号）または危機関連保証の認定を受け、かつ経営行動に係る計
画を策定した中小企業者がご利用いただける資金です。

融 資 対 象 者

次のいずれかの認定を受け、かつ経営行動に係る計画を策定した中小企業者の方
１．中小企業信用保険法（以下「保険法」という。）第２条第５項第４号の規定による認定
　　（新型コロナウイルス感染症に係るものに限ります。）
２．保険法第２条第５項第５号の規定による認定（売上高等減少率が15％以上のものに限ります。）
３．保険法第２条第６項の規定による認定（新型コロナウイルス感染症に係るものに限ります。）

資 金 使 途 運転資金および設備資金

融 資 額 4,000万円以内
ただし、当協会及び他の保証協会における利用額との合計金額とします。

融 資 利 率
固定金利
１年以内　0.9％以内　　　３年以内　1.2％以内
５年以内　1.4％以内　　　５年超　　1.6％以内

融 資 期 間 運転資金　10年以内　　設備資金　10年以内
（据置60か月以内を含む）

保 証 料 率 0.85％（経営者保証免除対応適用時1.05％）
※国の補助後、一律0.2％

（２）令和３年度横浜市中小企業融資制度のご案内
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②変更された制度
●事業承継資金／事業承継資金（経営者保証不要）
　＜制度の特徴＞
　�　円滑な事業承継を行うことで事業価値を次世代へと引き継ぎ、事業活動の活性化を支援すること
を目的として創設された資金です。
　＜変更の内容＞
　　・事業承継資金の融資限度額が２億円から２億8,000万円に引き上げられました。
　　・経営者保証不要の融資対象者に要件③および④が追加されました。

融 資 対 象 者

○事業承継資金
次のいずれかに該当する方
１．事業継続が困難な事業者から事業用資産等の譲渡を受けて、当該事業を承継しようとする方
２．�経営権の集約を目的として、持株会社によって事業会社の株式を集約化し、当該事業を承継しよう
とする方

３．�事業承継を実施した後、議決権株式の取得資金、事業用資産の取得資金又は相続税・贈与税の納税
資金等を必要とする方（代表者個人による借入も可能）

４．�M&A等による事業承継をこれから実施するため、事業継続が困難な事業者の株式や事業用資産等の
取得資金を必要とする方

５．�EBO等による事業承継をこれから実施するため、事業継続が困難な事業者の株式や事業用資産等の
取得資金を必要とする方（事業を営んでいない個人に限ります）

６．�横浜市信用保証協会、（公財）横浜企業経営支援財団、取扱金融機関又は認定経営革新等支援機関の
支援を受け、事業承継を10年以内に行う事業承継計画を策定し、計画の実行に取り組む方

７．�被後継者から事業を引き継いで３年未満であり、新たな事業の実施により事業の多角化や事業転換
を行う方

○事業承継資金（経営者保証不要）
【上記１～７のいずれかに該当し、一定の財務要件を満たす場合に経営者保証不要】
次の①、②、③又は④に該当し、かつ⑤に該当する法人
①事業承継をこれから３年以内に実施する事業承継計画を有する方
②事業承継を既に実施（令和２年１月１日～申込時点）し、３年を経過していない方
③事業承継をこれから３年以内に実施する事業承継計画を有し、既存の借入からの借換を行う方
④�M&A等による事業承継をこれから実施するため、事業継続が困難な事業者の株式や事業用資産等の取
得資金を必要とする方

⑤次の（１）～（４）までに定める全ての要件を満たす方
【財務要件】
（１）資産超過であること
（２）EBITDA有利子負債倍率（※）が10倍以内であること
（３）法人と経営者の分離がなされていること
（４）返済緩和している借入金がないこと
※（１）～（３）は直近決算時、（４）は申込時において満たしていることが必要
※EBITDA有利子負債倍率＝（借入金・社債ー現預金）÷（営業利益+減価償却費）

資 金 使 途 運転資金および設備資金
融 資 額 ２億8,000万円以内
融 資 利 率 取扱金融機関の所定利率

融 資 期 間

○事業承継資金
運転資金　７年以内　　設備資金　15年以内
（据置６か月以内、ただし、融資対象者２・４は据置18か月以内を含む）

○事業承継資金（経営者保証不要）
運転資金　10年以内　　設備資金　10年以内
（据置12か月以内を含む）

保 証 料 率

○事業承継資金
融資対象者１～４・６・７：0.315％～1.620％	 （融資額5,000万円を上限に横浜市が１/10助成）
融資対象者５：0.945％	 （融資額5,000万円を上限に横浜市が１/10助成）

○事業承継資金（経営者保証不要）
経営者保証コーディネーターによる確認を受けた場合：0.090％～0.945％
（融資額5,000万円を上限に横浜市が１/10助成）
経営者保証コーディネーターによる確認を受けていない場合：0.315％～1.620％
（融資額５,000万円を上限に横浜市が１/10助成）

いずれも保証料率は、当協会による保証料割引適用後の料率
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●よこはまプラス資金
　＜制度の特徴＞
　　横浜市の各種認定等を受けている方や横浜市が推進する取組みを行う方にご利用いただける資金です。
　＜変更の内容＞
　・‌�融資対象者に「水道メーター縮径工事」が追加され、公的事業タイアップの一要件に横浜市
SDGs認証制度“Y-SDGs”の認証区分上位又は最上位の認証を受けた方が追加されました。

　・融資額が２億円以内から２億8,000万円以内に引き上げられました。
融 資 対 象 者 水道メーターの口径を小さくする給水装置工事に取り組む方（水道メーター縮径工事）

資 金 使 途
水道メーターの口径が縮径となる給水装置工事の実施に要する設備資金
ただし、水道メーターの口径が縮径となる給水装置工事に関連しない設備資金は除きます。
なお、給水装置工事に伴い実施する受水槽以下給水設備の工事の実施に要する設備資金を含むものとします。

融 資 額 ２億8,000万円以内、組合は４億8,000万円以内

融 資 利 率
固定金利
１年以内　1.1％以内　　　　３年以内　1.6％以内
５年以内　1.8％以内　　　　７年以内　1.9％以内
７年超　　2.1％以内

融 資 期 間 設備資金　15年以内（据置期間６か月以内を含む）
保 証 料 率 0.3375～1.4250％（融資額5,000万円を上限に横浜市が1/10助成）

●創業おうえん資金
　＜制度の特徴＞
　　これから創業する方、創業して５年未満の方にご利用いただける資金です。
　＜変更の内容＞
　　横浜市による保証料助成が1/10（一部1/4）となりました。

融 資 対 象 者

次のいずれかに該当する方
１‌�．�これから創業する方（現在事業を営んでいない方）で１か月以内に市内で個人事業を開始する方又は、
２か月以内に市内で会社を設立し事業を開始する方

２‌�．�既に創業されている方で、次のいずれかに該当する方（当該事業の開始時に他の事業を営んでいな
い方に限る）

　　（１）個人事業を開始し５年未満の方、又は、会社を設立し５年未満の方
　　（２）‌�個人事業を開始したのち、同一事業で会社を設立した方で、かつ個人事業を開始してから５年

未満の方
３‌�．�事業を継続している会社により新たに設立（分社化）された会社で、設立の日から５年未満の方（事
業を継続しつつ、新たに市内で会社を設立（分社化）する方を含む）

資 金 使 途 運転資金および設備資金

融 資 額 3,500万円以内
ただし、申込額により、融資額が自己資金の範囲内となる場合があります。

融 資 利 率
1.9％以内
次のいずれかに該当する方は1.5％以内
１．特定創業支援等事業の支援を受けた方
２.（公財）横浜企業経営支援財団が実施する横浜ビジネスグランプリのファイナリストの方

融 資 期 間 運転資金　10年以内　　設備資金　10年以内
（据置12か月以内を含む）

保 証 料 率
0.36％（当協会が0.4％割引後、横浜市が１/10助成）
次のいずれかに該当する方は0.3％（当協会が0.4％割引+横浜市が1/4助成）
１．認定特定創業支援等事業の支援を受けた方
２.（公財）横浜企業経営支援財団が実施する横浜ビジネスグランプリのファイナリストの方

●振興資金
　＜変更の内容＞
　　融資額が２億円以内から２億8,000万円以内に引き上げられました。
●経営安定資金
　＜変更の内容＞
　　融資額が２億円以内から２億8,000万円以内に引き上げられました。
●経済変動対応資金
　＜変更の内容＞
　　融資額が8,000万円以内から２億8,000万円以内に引き上げられました。
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次のとおり借入したいので、信用保証をお願いします。 （どちらかに○をしてください）

〒 ‐ ℡ ( ) ‐

〒 ‐ ℡ ( ) ‐

　１    運転資金 千円

　２    設備資金 千円

※ 本件借入に伴う資金は今回申込に係る事業以外の目的で使用いたしません

※　別添資料がある場合には記入不要です。なお、申込時預金・借入金残高欄は個人事業主の方で貸借対照表を未作成の場合にご記入願います。

※　「保証協会団信」の加入の有無と、保証の諾否・金額査定はまったく関係ありません。

１ 滞納なし　２ 滞納あり

/ 千円

申

込

人

申

込

内

容
調達方法

必 要
理 由

業

況

等

最 近
１２か月
の 売 上

申 込 時
預 金 ・
借 入 金
残 高

期 間
ま た は
期 日

千円 / 千円 / 千円 納 税 状 況

/ 千円

団信加入希望

許認可等

金融機関 （ 本・支店）

借入金額
（極度額）

円
資 金
使 途

（

/

信用保証協会）

（ 信用保証協会）

　保証協会団体信用生命保険（略称「保証協会団信」）

　加入希望の有無　　　　１　　無　　　　　　　２　　有　　

信 用 保 証 委 託 申 込 書

令和
西暦

年 月 日

本　社
または
住　所

法 人 名

営業所
または
工場等

※ 非事業性の借入金は除きます

/

他 協 会 の
保 証 利 用

１　無　　　　２　有　

千円

（預　金） 千円

（借入金） 千円/ 千円 / 千円 / 千円

/ 千円 / 千円 / 千円

自 己 資 金 千円

そ の 他 千円

合 計 0 千円

１　無　

２　有　

本 件 千円

他 借 入 千円

保 証 料
分 納
希 望

１ 　不要 　　   

２ 　有 （当該事業に係る許認可証等を取得し、適法に事業を営んでいることを宣誓いたします）

か月 １　一括

年　　月　　日 ２　分割

返 済
方 法

（従たる業種） ％

会計処理 １中小企業会計に準拠　２非準拠　３会計参与設置 （個人事業主の方）貸借対照表作成の有無 １ 無　  ２  有

業 種
取 扱 品 目
（％で表示）

（主たる業種） ％

  常用（役員･家族除く） 名 西暦　   明　 大　 昭　 平　 令
生 年 月 日
ま た は
設 立 年 月 日 年 月 日

  常用（役員･家族）

1

名

後 継 者 １  無　　　２  有   臨時（パート含む） 名

男 2 女 フリガナ

フリガナ

商 号

資 本 金 円
従 業 員

（個人の方のみ記入）

組 織  １ 個人　２ 株式　３ 有限　４ 合名　５ 合資　６ 合同　７ 士業法人　８ 組合　９ 医療法人　１０ その他法人

横浜市 信用保証協会　行

フリガナ

フリガナ

フリガナ

氏 名

ま た は

代表者名

信用保証委託申込書

（３）保証申込関係書式等の改定について

-

( ) -

( ) -

年

　1　普通　　2　当座

－

　1    無　　　2    有　　※割引根保証を更新する場合は、ご記入ください。

【確認状況記載欄】　 「申込書の内容を申込人が理解し、申込意思に基づいて正しく記載されていること」について、次の通り確認しております。

年  1 電話　2 来店面談　3 訪問面談　4 その他（ ）

金融機関本・支店名 金融機関コード 代理貸

日

横浜市信用保証協会　行 西暦

本申込について、審査の結果、貸付を適当と認めますので、保証制度要綱および同事務取扱要領を遵守のうえ信用保証を依頼します。

信 用 保 証 依 頼 書 令和
年 月

担当部署・担当者

不在時連絡者

電話番号

代表者名 F A X番号

申　込　人

協会顧客番号 事前相談受付番号

フリガナ

保証制度（略称）
責任共有
対　象

１ 無
２ 有〔①部分保証 ②負担金〕

貸

付

条

件

・

内

容

等

貸付金額
 1 個別

円
貸付予定日

 2 極度 期間または期日

貸付形式 1  証書  2  手形  3  手形割引  4  公正証書  5  当貸（貸付専用型） 6  当貸（カードローン型） 7  電子記録債権割引

日

資金使途 1　運転　2　設備　3　運転・設備 貸付利率 　1　固定　　2　変動 ％以内

年 月

円

年 月 日

か月目から か月目まで か月毎

か月、または

回返済　初回・最終回 円

か月目まで か月毎 円

この貸付で
完 済 す る
保証がある
場 合 な ど

返済
方法

区分 1　一括　2　元金均等　3　元利均等（ローン）　4　不均等　5　当貸随時　6　当貸約定　7　商手落込

返
済
条
件 （不均等 ）

か月毎 日に 円あて　　

初回・最終回 円

年 月 日から

連帯保証人 保証人等明細に記入のとおりとします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口座名義

担 保 有 無 　1　無    　2　有 担保種類 1  不動産　2  有価証券　3  商手　4  売債　 5  その他（ ）

設 定 区 分 　1　協会　2　金融機関 担保流用区分 　1　新規 　2　既存（同条件）　3　既存（変更）　　

備
考
（

担
保
明
細
等
）

※新規設定の場合は、必ず「不動産登記簿謄本」等の資料を添付してください。既存（変更）の場合は、以下に内容等をご記入願います。

　なお、担保番号や保証番号が分かる場合にはご記入願います。

当
店
取
引
状
況

年 月 日現在の残高（取引開始　預金 月）

預
　
金

当座 千円

融
　
資

区分 プロパー 保証協会付 保全状況

年 月／融資 年

千円 割引 千円 千円 預金

取引振り

普通 千円 貸付 千円 千円 不動産 千円 　1  優　良

　2  　良定期性

その他 千円 その他

申

込

人

状

況

申込人（代表者）の事業経験・業界知識

金

融

機

関

所

見

※最近の業況、返済能力、経営者の人物、取組方針等
 １　十分ある　　２　普通　　３　やや不足している

事業の将来性

　3  普　通

合計 千円 合計 千円 千円

（相手先 千円）

 １　有　　２　やや有　　３　横這い　４　下降・後退

月 日 分時

保 証 番 号

割引残高有無

確認年月日 確認時間

立地条件（商業・サービス業）、取引先状況（製造業ほか）

 １　良好　　２　普通　　３　不良

今期中の焦付　１．発生していない　２．発生した

申込人（代表者）の計数観念（決算・業績把握度）

 １　十分に有　　２　普通　　３　やや不足している

金融機関確認者

保証料返戻預金口座 種類

口 座 番 号

口 座 名 義 ( カ ナ )

確認方法

千円 　4  新　規

千円

合計

千円 千円 その他 千円

信用保証依頼書

個人情報の取扱いに関する同意書
令和
西暦  　　　　　年　　　月　　　日

横浜市信用保証協会　行
住　所

氏　名 印

私は、貴協会の保証を利用するにあたり、以下の事項について同意いたします。
　① 信用保証業務及びこれに付随する業務の適切な運営の遂行のため、貴協会が下記に掲げる私に関する個人情報等を下記目的のた 

めに必要な範囲で利用すること
　② 貴協会が裏面に掲げる私に関する個人情報（過去のものを含む）を裏面に掲げる利用目的のために必要な範囲で、裏面に掲げる者と

の間で授受すること
　③ 保証申込が不承諾もしくは取り下げとなった場合、または担保・保証人の差し替えがあった場合でも、貴協会が引き続き私に関する個

人情報を利用すること
　④ 将来、私が貴協会の保証を利用する場合についても、上記と同様に取り扱うこと 

（今回とは異なる金融機関を利用する場合を含む）

記

個人情報の取扱いについて

横浜市信用保証協会

当協会は、個人情報の利用に関し、以下に掲げる事項を遵守いたします。

① 個人情報の保護に関する法律（平成15年５月30日法律第57号）に基づき、以下に掲げるお客様の個人情報等を、信用
保証業務及びこれに付随する業務並びに以下の目的の達成に必要な範囲で利用すること

② お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営の確保その他必要と認められる目的
以外の目的のために利用しないこと

＜個人情報＞

① 氏名・住所・連絡先・家族に関する情報、決算・税務申告に関する情報、他の信用保証協会利用状況、返戻保証料振込
口座等、相談時に提出いただく書類、保証委託申込書・条件変更申込書並びに申込時及び申込後提出いただく書類に
記載されたすべての情報

② 就業状況・収入・負債額・資産保有状況・住民票記載事項・相続人に関する情報等、求償権の行使に必要な情報

＜利用目的＞

①経営・金融・各種制度利用の相談の受付及び各種保証制度利用のご提案
②保証申込・条件変更申込の受付、審査、決定
③保証利用資格の確認及び保証取引の継続的な管理
④法令等や契約上の権利の行使や義務の履行
⑤取引上必要な各種郵便物の送付
⑥信用保険・損失補償契約の相手方に提供する場合等、適切な業務の遂行に必要な範囲での第三者提供
⑦市場調査及びデータ分析並びにアンケート等の実施
⑧保証料率・保険料率の算定及び保証料の返戻
⑨求償権の行使
⑩その他中小企業金融及び信用補完制度の適正な運営

以　上

協 会
使用欄

顧 客 番 号

個人情報の取扱いに関する同意書

保証業務の効率化・電子化による迅速な手続きを実現する
ため信用保証申込書等の押印廃止、個人情報の取扱いに関す
る同意の包括化など、保証申込関係書類の一部改訂を行いま
した。

金融機関の押印を廃止するとともに、申込人等が信用保証委託申込書
の内容を理解し、申込意思に基づいて正しく記載されていることを確認
した旨を金融機関担当者が記載する【確認状況記載欄】を新たに設けま
した。

信用保証委託契約成立日を保証承諾日から借入日に変更しました。
また、信用保証書に信用保証委託契約成立時に金融機関との保証契約

が成立することを明示しています。

金融機関による内容確認（上記の信用保証依頼書の【確認状況記載欄】
への記載）を前提として、申込人の押印を廃止しました。

①信用保証依頼書、信用保証委託申込書の押印廃止等

②信用保証委託契約書の契約文言改定

個人情報の取扱いに関する同意書（以下「同意書」という。）について、
一保証一同意書の個別同意から初回※の提出限りとする包括同意とし、
同意書の文言を変更しました。

※既に当協会をご利用のあるお客さまにつきましても、本改訂後、初め
てお申込みいただ際には、提出が必要となります。

③個人情報の取扱いに関する同意書の改定

印不要です。

印不要です。

ご留意ください！
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（４）経営支援のご案内
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本 　 　 所

北 部 支 所

西 部 支 所

南 部 支 所

保証担当地区
■中区　■磯子区
　〒231－8505　中区山下町22（山下町SSKビル９階・10階）
　（９階） 総務部（総務課、企画情報課）
 TEL：045-662-6622　FAX：045-662-6921
　（10階） 経営支援部　経営支援室（経営支援課、期中支援課）
 TEL：045-662-6624　FAX：045-661-0519
 経営支援部（保証統括課、保証課）
 TEL：045-662-6623　FAX：045-661-0089
 管理部（管理統括課）
 TEL：045-662-6625　FAX：045-681-3386
 管理部（管理第一課、管理第二課）
 TEL：045-662-9927　FAX：045-226-5122
＜アクセス＞ みなとみらい線日本大通り駅　３番情文センター出口より徒歩約３分
 JR関内駅　南口より徒歩約12分・JR石川町駅　中華街口より徒歩約13分
 横浜市営地下鉄関内駅　１番出口より徒歩約12分

保証担当地区
■港北区　■緑区　■青葉区　■都筑区
　〒222－0033　港北区新横浜３－９－18（新横浜TECHビルB館６階）
　TEL：045-470-5600　FAX：045-470-7170
＜アクセス＞ JR新横浜駅「横浜アリーナ」方面出口から徒歩約７分
 横浜市営地下鉄新横浜駅　７番出口より徒歩約４分
 ※相鉄・東急直通線工事の影響により一部通行ができない箇所がございます。

保証担当地区
■鶴見区　■神奈川区　■西区　■保土ケ谷区　■旭区　■瀬谷区
　〒220－0004　西区北幸１－６－１（横浜ファーストビル７階）
　TEL：045-319-5335　FAX：045-319-5340
＜アクセス＞ 横浜駅　西口より徒歩約３分
 横浜市営地下鉄横浜駅　10番出口より徒歩約１分

保証担当地区
■南区　■金沢区　■戸塚区　■港南区　■栄区　■泉区
　〒233－0002　港南区上大岡西１－６－１（ゆめおおおかオフィスタワー 22階）
　TEL：045-844-6621　FAX：045-845-0641
＜アクセス＞ 京浜急行上大岡駅　３階改札口より徒歩約３分
 横浜市営地下鉄上大岡駅　６番出口より徒歩約３分

横浜港
郵便局 ザ・コンチネンタル横浜

神奈川
県民ホール

シルク
センター

大
桟
橋
通
り

海岸通り

横浜港

日
本
大
通
り

大
桟
橋

横浜地裁

横浜公園

横浜
スタジアム

中区役所

中華
街大
通り

←横浜

延
平
門

みなとみらい線
日本大通り駅

JR石川町駅
JR根岸線

JR関内駅
←横浜

←横浜

↓上大岡 磯子→

山下公園

関内駅 市
営
地
下
鉄

山下町SSKビル 9階・10階

県庁
県庁新庁舎

元町・中華街→

みなと
総合高

中華街
北門 善隣門

加賀町
警察署

ロイヤルホール

横浜
アリーナ

新横浜
プリンスホテル

市
営
地
下
鉄

↑
あ
ざ
み
野

新
横
浜
駅

東海道新幹線

環状2号線 歩道橋歩道橋歩道橋歩道橋

東京→←小田原

横浜↓
横浜→

JR横浜線

新横浜TECHビル B館6階

←町田

JR新横浜駅

キュービックプラザ

ロータリー

ロータリー

市
営
地
下
鉄

関
内
↓

↑
新
横
浜

横
浜
駅

東京→←戸塚

横浜
髙島屋

横浜駅

横浜
モアーズ

ジョイナス

ヨドバシ
カメラ

天理
ビル

横浜
ベイシェラトン

横浜
ベイシェラトン

←上永谷

横浜→

横浜→

←金沢文庫

ミオカ

camio

京浜急行線

上大岡駅
市営地下鉄

鎌倉街道

上大岡駅
京急百貨店

ゆめおおおかオフィスタワー 22階
メインエントランスは2階です

SIAAマークはISO22196法に
より評価された結果に基づき、
抗菌製品技術協議会ガイドラ
インで品質管理・情報公開され
た製品に表示されています。https://www.sinpo-yokohama.or.jp


